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特集磯健康の だめ の社会敵策

健康格差問題 と社会政策

近藤 　克則

　小論 の 目的 は，  健康格差 と，  健康格差が生 まれ る経路 に関す る 文献を レ ビ コ ．一し．  社会政策

の 必要性 と海外 に お ける 事例を検剖す る こ とで ある 、，

　社会疫学 峅 究 に よっ て，〔1旧 本に お い て も健康 に お ける社会経済的な格差 が あ る こ と，C2）社会経済

格差拡大 や 介在要因 と して の 社会的サ ポートや ソ
ー

シ ャ ル
・キ ャ ピ タル の ような 「健康の 社会 的 決 定

要因」から健康 に 至 る 複雑な影響経路が 明 らか に され て きた。〔3腱 康格差 の 縮小策として 期待され る

もの に も，個人 レベ ル と社会 レ ベ ル の もの とが あ り，後者 と して 杜会政 策 は重要で あ る、，社会経済格

差 の 是正 や コ ミ ュ ニ テ ィ の ソ
ー

シ ャ ル
・キ ャ ピ タル を豊 か に す る こ とな どが 必 要 で あ る。海外 で の 取

り組 み 事 例 に 学 ぶ と，教 育．労 働 ，所 得 保 障 政 策 な ど 広 い 範 囲 の 社会政 策が 健康 政 策 に な る こ とが わ

か る。（al 上 流 に あ る根本的 な 原 因へ び）ア プ ロ ーチ，囿すべ て の 政策に お い て 健康 を考 え る，団 環境へ

の 介入 ，とい う 3 つ の 考 え方 が 根底 に あ る 。

キ
ー

ワ
ード　格差社会　　健康格差 　　社会疫学　　健康の 社会的 決定要 因　　社会政策

1　 は じめ に

　「健康格差社会』 ［近藤，2005］が 出版 された当

時．
』’
inequalities　in　health

”
（社会経 済階層が 低

い 層 に不健 康が 多い 状態）は，「健康 の 不平等」

な ど と訳 され ，「健康格差 」 と い う表現 す ら
．一般

的で は なか っ た。そ の 後，囗本で も関心 が高 ま り，

本学会の 共通論題で 報告す る機会 をえる ま で に な

っ た 。

一方，海外で は ，すで に 2000年前後か ら問

題 と し て 認 知 され，
“
social 　 determinants　 of

health
”

「健康の 社会 的決定要囚」 ［Wilkinson　et

aL，2〔〕03］の 知見 の 蓄積 と社会的な論議を経 て ，

社会政策的な対応が試み られ て きて い る 。

　小論 で は ，第 1 に，日本 に お い て ，どの 程度の

健康格差が存在する の かを まず明らか に する 。 第

2 に ，政策に よる対応 策を考えるた めに不可 欠な

「健康格差が生 まれ る プ ロ セ ス」 と して ，ど の よ

うな経路が解 明され て い る の か を描 く 。 第 3 に．

そ れ らを踏 まえる と，保健 医療政 策 の 枠 内で 是正

で きる性格の 問題で は な く，教育政策か ら雇用政

策，所得保障施策， コ ミ ュ ニ テ ィ 政策 ま で 広 い 範

囲の社会政策に よる対応が 重要となる こ とを述 べ

る 。 第 4 に，科学的根拠 （エ ビ デ ン ス ）を踏まえ，

WHO （世 界保健機関）で 論議が重ね られ ，ア デ

レ イ ド宣言 で 唱 わ れ た
“
Health　in　All　Policies

”

の 考 え方や 「健康の 社会的決定要 因」委員会に よ

る勧告，WHO 総 会決議，そ れ ら を受けて海外で

健康格差是止 の た め の 政策 とされ て い る もの に は

どの よ うな もの が あるの か を紹介す る。最後に，

以上 を踏まえて ， H 本の 社会政策 （研究）の 課題

をまとめた い 。

社会政 策学会 誌 「利．会 政 策 ⊥ 第 4 巻 第 2 号 　　41

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Society for the Study of Social Policy

NII-Electronic Library Service

Sooiety 　for 　the 　Study 　of 　Sooial 　Polioy

特集動健康の た め の 社会政策

抑
う
つ

状
態
の

割

合

（％）
1816141210

評
帖

図 1　 所得 とうつ 状態の 関係

（注）

（出所〉

嚇 孤鴫評

65歳以 上 の 高齢者 （n ＝32，891）
近藤編 ［2007］。

悔
饗

2 　 日 本 に お け る 健 康 格 差 の 実態

　　AGES プロ ジ ェ ク ト

　 1990年代以 降の 日本で は，社 会経済的格差が広

が っ て きて い る 。 例 えば，生 活保護 を受けて い る

世帯が 増 え，1998年 に は 66万世 帯 だ っ た の が ，

2005年 に は 100万 世帯 を突破 し，その 後 も増 え続

けて い る 。 また貧困児童 も増えて い る 。 公立 の 小

学校に行 っ て い る子た ち の うち，生活保護の 基準

の 1ユ倍未満の 世帯 に 対 して ，給食代や学用品代

を公費で 援助する とい う制度が 日本に はある 。 こ

れを日本全体で は13％が利用 し，しか も， 4年間

で 4 割増 えた と報 じられ た （『朝 日新聞」2006年

1月 3 日）。さ らに， ニ
ー

トも増えた。 ニ
ー トと

は，20歳か ら35歳 くらい で ，仕事もせ ず，学校 に

も行かず，職業訓練 も受けて い ない 人た ちの こ と

で ある 。 その
一

方で お金持ち も増 えて い る 。 金融

資産 1億 円 以上 の 人た ちが 日本人 の 1 ％前後，

100万人以上 い る 。 そ うい う現実 を反映 して，内

閣府の 国 民生 活選好度調 査で も，「日本が平等で

ある」 と思 っ て い る人 は， こ の 問 に 減 り，「不 平

等な社会に な っ て い る」 と感 じて い る人が増 えて

い る 。「格差が 拡大 して い る 」 と感 じて い る 人 は，

バ ブ ル 景気の こ ろよ りも多 い 。

　こ の よ うな格差は，健 康に まで影響が 及ぶ の だ

42　 社会政策学会誌 「社会政策』第 4 巻第 2 号

図 2　等価 所 得 別 の 死 亡 ・要 介 護 認 定 ・健 康 寿 命 の 喪 失
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　（注）　男性6989人を 4 年間追跡。
　〔出所）　近藤ほ か ［2012 ：22］ よ り作成。
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ろ うか。社会階層 は，所得や 学歴 ，職業階層 な ど

で 測定 されるが，それらと健康 との 関連 を示す代

表例 として，うつ 状態 につ い て の デ
ー

タを図 1に

示す 。 調査 に用 い た の は，AGES （Aichi　 Geron−

tologica1　Evaluatien　Study，愛知 老年 学的 評価

研 究） プ ロ ジ ェ ク トの 高齢 者 3万 2891人 を対象 に

した データで ある ［近藤編，2007］。 高齢者 うつ

ス ケール （GDS −15項 目版）で ，10点以上の うつ

状態で あ っ た 人の 割合 を，年齢階層 ・所得 階層別

に示 した 。 どの年齢層 を見て も，所得が低 くな る

ほ ど，うつ 状態が 多い こ とが わか る。400万 円以

上 の 男 性で は2．3％ にす ぎな い が T100 万 円未満 の

低所得 の 人 で は 15．8％ と，実 に6．9倍 も多 い （年

齢調整済み ）。 介護予防の 重点 とされ た，閉 じ こ

もりや 歯 ・
口腔状態，体重 （低栄養），転倒歴や，

高齢者虐待 防止法 の 対象 とな りうる 「虐待が疑わ

れる状態」な ど，多 くの 側 面にお い て健康格差は

観察 された 。

　そ の 後，要介護認定を受けて い な い 高齢者 1万

4652人 を 4 年間追跡 した と こ ろ （図 2 ），年収

（等価所得）400万 円以上 の 者に 比 べ 100万 円未満

の群で は ，男性の 死亡ハ ザード比で L75倍，新た

に要介護認定を受け る率で 1．55倍と有意に高か っ

た 。

一方，女性で は有意差が 見られ なか っ た ［近

藤ほか，2012］。 所得に は無 回答の 者が多い の で ，

介護保険料区分 （5段階）を用 い て 2 万8162人の

高齢者 を対象 と し 4 年間追跡 した結果で は ，最高
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　 　　 　 　 　 　　 図 3　健康の 決定因子の 階層構造

　　　　　　　　／
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〔出ゆδ　　玉虻藤 　　L2005：　150［こ」」［1争．．

所得層 に比 べ 最低所得層 で は ，死 亡率は 男性で 約

3，1倍，女性で約2．2倍 も高か っ た ［近藤，2010⊃。

　健康格差 を考え る．Eで 重 要な こ とは，そ れが低

所得層に だ け に 悪 影響 を及ぼ して い る の で はな い

こ とで ある 。 図 1 や 図 2 を見る と所得段階が下が

るに つ れ て 徐 々 に うつ 状態や要介護認定，死 亡 は

増 え て い る。 Lか ら 2 番 凵の 階層で も，最上位層

に 比 べ れば不健康で あ る 。 つ ま り健康格差は 貧困

層だけの 問題 で な く，中筒所得層 に も影響 して い

る 。 公務員を対象に した国内外の 研究で ，貧困 と

は無縁 の 公務員の 問に す ら健康格差が あ る こ とが

報 告 さ れ て い る　［Marmot ，2004 ；Sekine　et　aL，

2009］。
つ ま り先進 国で 見 られ る健康格差の 原 因

は，物質的 な欠乏が 主因 で は なL・  職業性 ス トレ

ス に代表 され る職場環境要因 も重要で あ る 。

3　 健康格差 の 生 成経路 ：健康の 社会的

　　決定要 因 とラ イフ コ
ー ス

　対策を講 じる には，そ の 生成経路を解明する こ

とが必 要で ある。欧米な どを中心 に，健康の社会

的決定要因を明 らかにす る社会疫学研究の 成果が

蓄積 され，その 経路が徐 々 に解明 され て きて い る

［近藤，2005 ；2010］。

（1 ）健康の 社会的決定要因 とは

　健康格差 は，健康を決定する要 因 （図 3 ［近藤，

2006］）が 、遺伝子や生 活習慣 に代表 され る よ う

な生物学的な要因 （図 3 の 最内層）だけで は な い

こ とを示 して い る 。 図 3 の 第 2 層と第 3層 （最外

層）が，「健康 の 社会的決定要因」で ある 。

　第 2 層 の 「個人 レ ベ ル の 社 会経済的因子」 に つ

い て ， 3万 2891入 の 高齢者の デ
ー

タを横 断分 析す

る と
T 等価所得や 教育年数で 見た杜会階層 が低 い

層で ，喫煙や 健診未受診な ど 「健康行動要因 1や

残歯数 など 「生物学的要因⊥　うつ 状態や主観 的

健康感が 「よ くな い 」 な ど 「心理的要 因」，社 会

的 ネ ッ トワ
ーク や社会参加の 乏 しさなど 「社会的

要 因」 まで 不 利 な状態 が 多 く見 られ た ［近藤，

2007c］。

（2 ）ラ イ フ コ
ース

　出生時→ 小児期 → 育年期 → 成人期に 至 る ラ イ フ

コ ー
ス の 要因 （図 4 ）が ，蓄積する こ とも健康格

差 の 牛 成 プ ロ セ ス と して 重 要 で あ る ［近藤，

2010］。驚 くこ と に、出 生 時体重 と，64歳時の 糖

尿病の 罹患 率 と の 関連を示 す報告 もある ／） 親 の 社

会階層で ，
．
∫
一
ど もの 教育歴 に差 が見 られ ，貧困 の

世代間連鎖が 見 られ る。教 育歴 は，そ の 後 の 失業

や 職業歴，職業階層や職業性 ス トレ ス の 違 い を牛

み 出す 。 就労状況や 職業に よ っ て 現役時代 の 所得

水準 も年金額 も異な っ て くる 。 こ れら の全て が 健

康状態に影響する と考えら れ る、、

社 会 政 策 学 会 誌 『社会 政 策』第 4 巻第 2 号　　斗3
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図 4　 妊娠 期か ら成人期の 健康へ の 影響経路

図 5　治療 を控 えた主 な理由

（％）
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　 　　 　　　 　　 　　 等価所得

蠶 待 ち時間 黼 医者に行 くの は 好 きで ない ■ 費用

（注）　 n
−25．78B人

〔出 所 II　 Murata，　et 　al，［2010亅な どの デ ータか ら作成。

300 〜　　 （万円）

凵 近 くに な い

4　 社会政 策 に よ る対策の 必 要性

低所得の 者ほ ど，受診を控えた理 由と して ，費用

をあげて い る （図 5 ）［Murata 　et　al．，2010］。

　 次 に 「環境 と して の社会」 （図 3 の 最外層） の

あ りよ うと，そこ に 暮 らす人々 の 健康 と の 関連 に

つ い て も見て み よ うL．ライ フ コ ー
ス の 影響 まで 考

慮す る と，健康格差に影響 を及ぼす社会的要因あ

る い は 社会政策に よ る影響 を受ける要因 として ，

医療政策 の み な らず，教 育政策や 貧困児童対策，

所得保障政策，若年層の 失業や祉会的排除対策 と

して の 雇用政策な ど，広範な要因や政策群 を考 え

る必要がある 。

　こ れ ら の うち健康 との 関連 が深 い 医療政策を ま

ず見てみ よう。こ の 間の 医療制度改革に よ っ て医

療費の 窓 口 負担額 は増え続けて きた 。 調べ てみ る

と受診 を我慢 し た者 は低所得層 ほ ど多い 。また，

44　　杜会政策学会誌 『社会政 策∫第 4巻第 2号

（1 ）相対所得仮説 ： 「勝ち組」 をも不 幸に す る格

　　 差拡大

　相対所得仮説 とは，絶対的貧困だけで な く，他

の 人と比べ た相対 的な所得水準も，人 々 の 健康に

影響 を及ぼす とい う仮説である。言 い 換 えれば，

ジ ニ 係数に代表 される所得分配 の不平等 （貧富の

差）が 大 き い 米 国の よ うな社 会ほ ど寿命が短 く

（死 亡率が 高 く），北欧の よ うな貧富の 差が小 さい

社会ほ ど，そこ に暮 らす人 々 の 健康水準が良 い と

い う仮 説 で あ る 。 例 えば，米 国は 1 人 当 た り

GDP （国民総生産）で はキ ュ
ーバ の 5 倍 も高 い

に もかか わ らず，平均寿命は所得格差の小 さ い キ

ュ
ー

バ と同水準で ある 。 ユ980年代以 降，わが 国 で

N 工工
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は，高齢化 の 影響 も受けて ジ ニ 係数が大 きくな っ

て い る の で，こ の 仮説が真実か どうか は 重要な問

題で ある c

　 こ の仮説は，国際比較研究 か ら生 まれ た 。 そ の

後多 くの 国で 検討 され，2009年に は 日本国内で も，

所得格差が大 きい 地域で不健康が 多 く観察 され る

こ とが相次 い で報告 された ［lchida　et　al．，2009 ；

Oshio　et 　al．，2009］。 例 えば ，個人 の 年齢，性別 ，

等価所得，婚姻状態．学歴 につ い て調整 した分析

を行 っ た結果で も，地域 に おける ジ ニ 係数が 0，05

増える毎 に，ギ観的健康感が 「よ くな い 」 と答え

る者の割合が 16％増 える と い う結果が得 られて い

る ［lchida　 et　 a1．，2009コ。 主 観的健 康感 は 主 観 を

尋ね る質問だが ，「良 くな い 」と答えた 人 た ち の

死亡率が高 い こ とが多 くの コ ホー ト研究で 確認 さ

れて い る ［ldler　et　 aL，1997］。

　Wilkinson［WiIkinson　et　al．，2006］ に よれば，

相対所得仮説を検証 し た 155論文 の 約 7 割 の 論 文

で 相対所得仮説は支持 され る 。 しか し，分析手法

に 対す る批判が あ り，それ に 応 えて 登場 した 多重

レ ベ ル 分析 とい う手法に よる論文に限 る と，相対

所得仮説を支持す る もの が 8論文 支持 しな い も

の が 9 論文で あ っ た 。 こ の よ うなバ ラ ッ キ が で る

理 由に つ い て Subramanianは 「閾値仮説」 を提

唱 した ［Subramanian 　et　al．，2003］。 支持する結

果が 得られ て い る国 はある程度 （閾値）以．Lに所

得格差の 大 きい 国で あ り，関係が 見 られ なか っ た

の は所得格差 の 小 さ い 国に お け る 研究 で あ っ た。

日本で も，1990年代 の デ
ー

タ で は関連が観察 され

ず ［Shibuya　et 　a1．，2002］，ジ ニ 係数 が 拡 大 して

きた2000年代の デ
ータ を使 っ た分析で 関連が 晃い

だ され て い る 。
つ ま り．所得格差がある

一線 （閾

値〉 を越え て 拡大 した と きに ，それが健康 に悪影

響 を及 ぼす 口∫能性が ある 。 2009年に な っ て ，こ の

閾値仮説は コ ホ ー ト研究を集め た エ ビ デ ン ス の 妥

当性が高 い メ タ分析 （多数の 論 文デ ータ を結合 し

て 行 っ た分析）に よっ て検証 され た 。 ジ ニ 係数が

O．3を超 える国 で 相対所得仮説 を支持す る結果が

得 られ，格差 に よる 過剰死 亡 者数は，OECD 加

盟諸国 で 150万人，日本で 2．3万人 と推計され て い

る　［Kondo　et 　al．，2009bユ。

　そ の機序 （仮説）は，人は 自分 と似 た他者 （例

えば，同級牛 ） との 比較で ，自分の所得 を相対的

に評価 して お り，相対
．
所得が 低 い 人で 健康状態 を

害 しや すい とい うもの で ある 。 実際、類似集団の

中で 絶対所得が 同水準 の 人 で も，相対所得が 低 い

人 ほ ど，要介護認定を受 けや す い こ とが ，コ ホ
ー

ト研究で 実証 され て い る ［Kondo 　et　aL，2009a］。

　こ の 検証 され つ つ ある仮説が ，社会 （保障）政

策に対 して意味す る もの は大 きい ，．絶対所得の 効

果 は もち ろ んあ る 。 しか し，そ れ と は 独立 し て

「格差 の 大 きい 社会 は国民 の 健康に悪い 」。 とすれ

ば，国民の 幸福 ・健康 （well
−being）を高め る た

め に は ，所得の 再分配 を強 め ，所得の 格差を小 さ

くすべ きこ とを意味 して い る ［Wilkillson，1996］、，

（2）ソ
ー

シ ャ ル ・キ ャ ピタ ル

　 もう 1つ 健康 を規定す る社会 的決定要因の 1 つ

と し て 着
．
目 さ れ て い る の が，社 会 関係 資本 （so −

cial　capitai ） で ある ［近藤 ほか，2010］。 社 会関

係 資本が 学際的な関心 を集め る き っ か け を作 っ た

Putnam は，「社会 的な繋が りとそ こ か ら生 まれ

る娩範 ・信頼で あ り，効 果的に協調行動 へ と導 く

社会組織の 特徴」 ［PLItnam，1993＝2001］ と定義

した。そ して 最 も実証分析が進んで い る分野 の 1

つ と し て health （保健 ・健康）分野 をあ げて い

る ［Putnam ．2000＝2〔｝06］c 　 l
一
信 頼」 「ネ ッ トワ

ー

ク」な どの 指標で 計量的に 測定 され た社会関係資

本 と健康指標 との 関連が報告 され て い るか らで あ

る　［Kawachi　et　al，，200S］．

　 ソ
ー

シ ャ ル
・
キ ャ ピタ ル と健康指標 と の 聞に見

られ る関連 の
一

例 を図 6 に示 し た 。 「 般 的 に．

人は信頼で きる と思 い ますか ？1 と尋 ね，「い い

え」 と答 えなか っ た 八の 割合を，旧村
．
（昭和25年

当時の 村）単位で 集計 して ，横軸 に取 っ た。縦軸

に 主観的健康感が 「良 くない 」 と答えた人の 割合

を と っ た 。 そ の 結果 信頼 して い る 人が多 い 〔社

会関係資本が豊 か）な地域 ほ ど，健康感が よ くな

い 人 （死亡 率が 高 い 人）が少ない こ とが示 された 。

　た だ し， こ の よ うな地 域相関研究 （ecological

study ，生 態学的研究 と も呼 ばれ る）には，生態

学 的錯 誤 （fallacy） と呼 ばれ る 見 か け上 の 関連
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図 6　 ソ ーシ ャ ル ・キ ャ ピタル と主観 的 健康 感

　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　（羊位 ：％ ）
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一般 的信頼感 「は い 」 また は 「場 合 に よ る一％

UPI所〕　AGES 　projcct ：lchida　 e 匸 ai．．2009］　の テ ータか ら作 成 ，

（例 えば，裕福 な人 ほ ど 「人を信頼 して い る」 と

答 え る影響）が入 り込 む こ とが わ か っ て い る 。 そ

れ を克服する 分析手法に 多重 レ ベ ル分析が ある、，

こ の 分析手法 を用 い た 研究も2005年 まで に 12論 文

あ り　［工slaIn 　 et 　aL，2006］，そ れ ら に よれ ば，個

人レ ベ ル 因子 に比 べ 地域 レ ベ ル 因子 の 効果は小 さ

い が、や は り社会関係資本が豊 か な地域 ほ ど健康

水準が良 い とい う関連が確認 され，目本か らも相

次 い で 報告 され て い る ［Aida　et　al．，2009；Fuji−

sawa 　et　 al．，2009；lchlda　 et 　 aL，2009 ；市 田 ほ か，

2005］。

　例 えば社会関係資本 の 指標で ある信頼感 の 値が

1 ％ポ イン ト高 い 地域で は，主観的健康感が 「良

くな い 」 と答 える確 率が 4 ％低 い ［市 円ほ か，

2005］。 4 ％ は小 さ い よ うに見え るが，地域 に 住

む全て の 住民が対象 とな る ため ，分析対象人口が

5万人 で あれ ば2000人の 健康状態が改善する こ と

を意昧する の で 影響は小 さ くな い 。

　用 い ら れ て い る 健康指標 は ，主観的健康感だけ

で な く，メ ン タ ル ヘ ル ス （精神保健）指標 ［Alm −

edQm ，2005 ；McKenzie 　et　al．，2006］や ，よ り客

観的な残歯数 ［Aida　et　aL，2009］，死亡 な どへ と

研 究が 進め られ て い る ［近藤ほ か，2010］。

　 こ の社会関係資本が 着 目さ れ る 理 由 の 1 つ が ，

相対所得仮説 との 関連で ある 。 所得の不平等 （経

済格差）が拡 大する と，社会が 分断 され，人 々 の

結 びつ きや信頼感 とい う社 会 関係資本が毀損 され，

そ の 結果 と して 国民の 健康水準に 悪影響が 及 ぶ と

46　　社会政 策学会誌 『社会政 策』第 4 巻第 2 弓

す る仮説である ［ウ ィ ル キ ン ソ ン ，2009］。 実際

分析 してみ る と，ジ ニ 係数が大 きい 地域 ほ ど社会

関係 資本 が 乏 し くな る傾 向が 見 られ る ［lchida

et　al．，2009］。

　社会関係資本の 定義や 関連する概念の 整理 ，そ

の測定方法，健康 へ の 影響経路，介入に よ る操作

可能性 な ど，今後 の 研 究課題 は 多い ［Kawachi

et　aL 　2008；近藤ほ か，2010］。．・方，実証 され

て きた 関連が 因果関係で あ る とすれ ば，祉会関係

資本 を豊か に する コ ミ ュ ニ テ ィ 政策な どの 社会政

策は，人 々 の 健康水準 を上 げ，幸福度を高め られ

る可 能性を秘め て い る こ と に なる 。

5　 海外 にお ける健康格差是正の 取 り組

　　み

　1980年に イギ リ ス で 公 表された ブ ラ ッ ク報告以

降．健康 の社会的決定要因や それ に よ る健康格差

の 問題 は， ヨ
ーロ ッ パ な ど先進諸国 の 研 究者 の 関

心 を集め る ように な っ た 。 やが て 健康格差や 健康

の 社会的決定要因に関 わる多 くの 事実が 明 らか に

なる に つ れ社会の 関心 も高ま り，今で は 政策的な

対 応 も始 ま っ て い る　［近 藤， 2007b ； 松 田，

2006 ；松田 ほ か，2007］。

（1）欧米 諸国 の取 り組み

　WHO ヨ
ー

ロ ッ パ 地域委員会 は，早 くも1991年

には健康格 差 を25％削減する こ とを 目標 に掲げて
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表 1　 健康 に影響 する政 策 群

民 上主 義政 策，入権，メ デ ィ ア 政策，労働 生 活 （working 　lifc）

政 策、男女共同参画，予供政 策，青年政策，高齢者政 策，都市開

発 政 策，高齢 者 ・患 者 ・障 害者 の 所 得 保 障，住 宅政 策，労 働 市場

政策，保 健 ・医療 政 策，環境 政 策，交 通政 策，事故 防 11”　’救急 医

療 政 策，交 通 安 全政 策．感 染症 コ ン トロ
ー

ル 政 策，教 育政 策，防

犯政 策，ス ポー
ッ 政 策，食糧 政 策，税 制，司 法

い た。税 ，年金，雇川，教育，財政 な どを動員 し

て ，貧困をな くし不平等 をな くすこ とが行政の責

務で ある とした 。

　イギ リス では ，政府が 設署 した ア チ ェ ソ ン 委員

会に よっ て ，健康格差が む しろ 拡大 して い る こ と

が 1998年 に 報告 ［Department 　of　Health，1998］

され ，貧 困や環境，雇用 など，社会環境因 r一が健

康に影響を及ぼ して い る こ とが 白書で も述 べ ら れ ，

政 府が そ れ らに責任 を負うと して 1998年に行動計

画 を発 表 した ［Department （，f　Health，1999］。

そ して 5 年後の 2003年に は，政府は再 び こ の 問題

に取 り組 む行動 プ ロ グ ラ ム を公表 して い る ［De −

partment 　of 　Health，2003］、、 そ こ で は 保健省だけ

で な く，首相官邸や内閣府，財務省，通商産業省

まで 関与する対 策と2010年まで の 数値 1．1標が掲げ

られ た。

　ス ウ J ニ
ー

デ ン で は．2003年 に改正 された公 衆衛

生 法の 中で 「経済 と所得保障」が重 要で ある こ と

が明記 され，表 1 に示 した ような多くの 政策対応

が 検 討 さ れ た ［Hogstedt　 et　 al．，2004 ；近藤，

2007a］．

　2005年 に は WHO が 「健康の 社会 lll勺決 定要 因

に 関す る委員 会」を設置 し，10月 に は，EU 議長

国を務め て い た イギ リス で健康格差 克服を テ
ー

マ

とした EU サ ミ ッ トが 開か れ た 。 36力 国か ら大臣

や 政治家，政府高宮が 570人 も参加 し，健康 の 不

平等の 削減に向けて の 取り組み を強め る こ とで 合

意 した u オ ラ ン ダ，フ ィ ン ラ ン ド，イギリ ス ，ア

イル ラ ン ドな どで ，健康格差是 正 の 数値 目標 が設

定 され，対策が 始 まっ て い る 。

　 また格差に寛容なア メ リ カ で すらT 国立研究機

関が健康格差対策を強化する として ，年次報告書

を出す に至 っ て い る ［Centers　 for　 Disease　 Con −

trol　and 　Prevention，2011］o

　以上 の よ うに ．欧米で は ，健康格差 や 健康の 社

会的決定要因は，
一

部の 研究者が取 り組む研究課

題 とい うレ ベ ル で な く，各国政府や EU が 対策を

打ち出 し，多 くの 公衆衛生関係者や実践家だけ で

な く，他の 省庁な ど も巻 き込 んだ社 会 政策的 な対

応 を始め て い る c

（2 ）WHO の 方針文書 と動 き

　加盟諸国 の こ の よ うな動 きに呼応 して，WHO

は 「健康 の 社 会的決定要因 に関する 委員会」 を

2005年 に 設置 し，2008年に最終報告書を発表した

LCommission　 on 　 Social　Determinants　 of 　Health，

2008］，，そ こ で は ， 3 つ の 勧告が 出 さ れ て い る。

　第 1 は，保健医療政策だけで な く子 ど もの こ ろ

か らの 口常生活に関わる諸条件の 改善 を図る こ と

で ある。そ の 背景に は ，出生時体重や就学前教育

な ど，子 ど もの こ ろ の 環境がそ の 後の健康状態 と

関連 を示す こ とを明 らか に した ラ イ フ コ
ー

ス 疫学

の 蓄積が ある r，

　第 2 に ，権力，金銭，資源 の不公止 な分布 を是

正する こ とが あげ られ て い る 。 健康格差が生 まれ

る
一

囚 は ，生活習慣 の 違 い だが ，そ れ だ けで は健

康格差 の 2 −’3割程度 しか説明で きない 、、つ ま り，

そ の 背景にあ る格差 そ の もの の 是正 ・緩和 が重要

で ある こ とが 明らか に な っ て きて い る。

　そ の ような政策を つ く り出 して い くには，第 3

の勧告，健康格差を測定 し，よ り深 く理解 し，政

策 の イ ン パ ク トを評価する こ とが重要 となる。よ

り具 体的に は ．健康格差の 問題がある こ とを認め，

それ を計測す る こ と，健康格差や健康 の 社会的決

定要因 をモ 　： タ リ ン グするサ
ーベ イ ラ ン ス シ ス テ

ム をつ くる こ と，政 策な ど の 健康格差 へ の 影響 を

評 価 す る こ と， 政 策 立 案者 ・保健 医 療 実 践 者

（health　practitioners）・国民の 健康の 社会的決定

社鍬 策学会制 祉会蘇 悌 ・赫 ・ 引 47

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Society for the Study of Social Policy

NII-Electronic Library Service

Sooiety 　for 　the 　Study 　of 　Sooial 　Polioy

特集驚健 康 の た め の 社 会 政 策

表 2　影響経路に お け る 社会的決定要 因

公衆 衛 生状 態 の フ レ ー．ム 主 な社会 的 決定 要 因

ワ ー
ク 「．の レ ベ ル

杜 会経済的 な文 脈 と位 置 ： グ ロ ーバ リゼー
シ ョ ン と都市 化

社会 社 会 的 地位 と不 平等

ジ ェ ン ダ
ー

マ イ ノ リ テ ィ
ー

の 状態 と社 会的排 除

人 口 高齢化 を含 む急速 な人 口 学的 な変 化

曝露因 了の 差異 ： 社会規範

社 会 的物 理 的環 境 コ ミ ュ ニ テ ィ の 環 境 と社会的基盤

不健 康 で 有 害 な 消 費物

規制 の な い 市場

広告 とテ レ ビへ の 曝露

虚弱性 の 差 異 ： 貧 困 と失業

対 象 グ ル ー一
ブ 到達 が 難 しい 対 象 集 団

ヘ ル ス ケ ア へ の ア クセ ス の 困難 さ

不 十 分 な教 育 と知 識

タバ コ と薬 物依 存

家 庭 と コ ミ ュ ニ テ ィ の 機 能不 全

望 ま しくな い 食の 安全 と 栄 養

ヘ ル ス ケ ア の 結 果 に お け る差 異 ： 治療 とケ ア に お け る 質の 悪 さ と差 別

個 人 ．患者 との 関 わ りの 不 十 分 さ

結果の 差異 ： 社会
・
教育

・
雇用

・
経済的な結果

個人 社会的排除とス テ ィ グ マ

保険か ら の排除

要因 に対す る理解 を促進する こ と，公衆衛生学 的

研 究 に お い て 健康 の 社会的 決定要 因 を よ り重視 す

るこ とな どが あげ られ て い る。第 3の 勧告 の具体

化 と し て ， Urban 　HEART 　 CUrban　Ilealth　Eq −

uity 　Assessment 　and 　Response　TooD の 開発な

どが進め られ て い る 。

　 こ の 「健康 の 社会的決定要因委員会」最終報告

（WHO ，2008年） は ，2009年総会に報 告 され総会

決議 と な っ た。2010年 に，ア デ レ イ ド宣言 ［Pfei−

ffer，　et　a1．，2011］ で 保健医療 の 枠 を超 え た取 り

組み の 必要性 を提唱 した 。 ア デ レ イ ド宣言 で は ，

健康の 社会的決定要因に 影響する政策 の 多 くは、

保健 ・医 療 を專 門 と し な い 部 門 （non −health

sector ）が 立 案 ・施行す る 政 策で あ る こ と を指摘

した 。 そ して，全て の 政策にお い て 健康 の 視点を

考 慮す る
’」
HCalth　 in　AII　PolicieS（HiAP ）

1’
が 必

要で あると宣言 した 。 非保健部門 と協力 した取 り

組み の 例と して ，経済 と雇用 ，治安 と正義，教育
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と人 生 早期，農業 と食糧，社会基盤と国土
・
土 地

利 用計画，交通 ，環境 と持続可能性，住宅 と コ ミ

ュ ニ テ ィ サ
ー

ビ ス ，国土 と文化な どが あげ られ て

い る 。 同年 に 出版された公衆衛生 の プ ロ グ ラ ム に

関す る文書 ［Blas　et 　 al．，2010］ の 1．［”［で は．表 2

の よ うな多彩な対策を強化す べ きと述べ て い る 。

（3）根底に ある 3 つ の考え方

　健康の 社会的決定要因へ の 取 り組み の 上 で 重視

され る考え方に は少 な くとも 3 つ ある 。

　  ．ヒ流にある根本的な原 因 へ の ア プ ロ ー
チ

　
ー

つ 目は 、問題 の 「原因 （cause ）」に着 目す る

だけ で な く，「原 因 の 原 因 （cause 　of　cause ）」 に

着 冖する こ と で ある。川 に例えれ ば，健康問題 は，

川 の ト
．
流 で 起 き て い る問題 で あ り，それ を克服す

る た め に，よ り．E流 （upstream ） に ある根本的

な原閃 （root 　cause ） にア プ ロ
ー

チ する こ とで あ

る 。

N 工工
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　ラ イフ コ ー
ス 疫学 の 知見 に基 づ き，成人期 の 健

康問題 で あ っ て も，青年期や小 児期，出生時期，

さらには親世代へ と原因を遡 っ て 対策 を考える ラ

イ フ コ ース ・ア プ ロ ーチ もこ の 考
’
え方 の 1 つ と胥

える。だか ら根本原 因で ある社会格差そ の もの の

是正 を も，WHO は勧告の rl
−
；　1こ含め て い る 。

　  全 て の 政 策に お い て 健康を考える

　ア デ レ イ ド宣言 で ，ス ロ ーガ ン と され た の が

「Health　in　All　Policies（HiAP ）」で ある 。 1原因

の 原 因 （cause 　of　cause ）」 を上流 に探 し出 し，

ラ イ フ コ
ー

ス
・

ア ブ ロ
ー

チ で 迫ろ うとする と，も

は や 保健 ・医療の 枠内の 政策だけ で は対応 で きな

い 。だか ら保健 ・医療専門職 と言え ど も，健康格

差問題に は なすすべ が ない とい う立場 は取 っ て い

な い 。逆 に保健 ・医療 以外 の 部 門 （non −health

sector ）に もア プ ロ
ー

チ しようと WIIO は宣言 し

た e 例 えば，交通政 策担当部局や 都市計画部 門 に

対 し，その 地域 に 生 活 して い る 人た ちの 歩行 量を

増やす とい う視点や社会階層 に よ り受け る影響が

異な る とい う視点か ら政策を見直 した り，今後の

計画 を立て た りする よ うに働 きかける こ とな どで

ある 。

　  環境 へ の 介入

　行動の 変容を起 こ す 方法に は 2 つ ある。行動 の

主体で ある個人に働 きか ける方法と，環境に介 入

して健康 に望ま しい 行動 を取 りやす い 環境に変え，

そ の 結果そ の 中で 暮 らす人 々 の 行動を望 ま しい も

の に変えて い く方法である 。 また予 防医学に は リ

ス ク因子 をもつ 個人に対す るハ イ リス ク戦略 と人

口 集団奈体 に対するポ ピュ レ
ー

シ ョ ン 戦 略とい う

2 つ の 戦略 もある 。
こ れ らを組み合わせ る こ とが

必要で ，例 えば，喫煙者に対す る禁煙指導が ハ イ

リス ク戦略にたつ 個人へ の 介入例で あ り，職場や

公 共空間 の 禁煙や たば こ税 の 引 き上げなどが ポ ピ

ュ レ
ー

シ ョ ン 戦 略にた つ 環境 へ の 介入の 例で ある 。

　生活習慣 の 変 容 の 難 しさが明 らか に な る に つ れ，

ハ イ リ ス ク戦略単独 で な くポ ピ ュ レ
ー

シ ョ ン 戦略

を併用す る 重要性が明 らか に な っ て きた。またポ

ピュ レーシ ョ ン戦略の 中で も従来か ら行 われ て き

た健康情報 の 普及 で な く，健康 に良 い 環境づ くり

が 重視 され る ように な っ て きた。さ らに環境 に も

自然環境 や物理 的な環境 だけで な く、社 会経済的

な環境 もあ り．大きな影響を及 ぼ して い る こ とが

わか っ て い る 。　
・
例をあげれば，近 くに公園や歩

道が 整備 され て い る 住 宅地，公共 交通機 関が 発達

して い て車に頼 らず歩行量が 増える地域 とい う一

見物理 的な環境 ＝ 「原 因 Ccause）」 も，そ こ に住

居 を買 っ た り借 りた りした くて も，そ れが叶わな

い ［原 因の 原 因 （cause 　 of 　cause ）．1は ，経済力

の 問題で あっ た りする 。

　健康格差の 背景には ，社会階層の低 い 人た ちほ

ど，劣悪 な環境 条件におかれ て い る こ とがある 。

そ の こ とが 明 らか に な る に つ れ，ポ ピ ュ レ
ー

シ ョ

ン戦略の 重要性 や環境へ の 介入が重 要視 され る よ

うに な っ て きた の で ある 。

（4）健 康の社 会的 決定要 因 へ の ア プ ロ
ー

チの可

　　 能性

　「上流 に ある根本原 因へ の ア プ ロ
ー

チ」「全 て の

政 策に お い て 健康 を考え る」「環境へ の 介入」な

どを特徴 とす る健康の 社会的決定要 因へ の ア プ ロ

ー
チ は，医学 ・医療技倆や生活習慣 に焦点 をあて

た取 り絹み と比べ ，よ り困難な もの で ある 。 しか

し，そ れが展 開 された 時の 潜在的 な可 能性 は大 き

い 。そ れ ら に よ っ て 1 つ の 疾患 だけ で な く，禁煙

や 身体活動量 の 増加，食生活の 改善，心理社 会的

なス トレ ス の軽減な ど，多 くの 生活習慣病や ス ト

レ ス起因性の状態や 疾患全体の 抑制 に つ なが る と

期待で きる 。 そ れ は ，か つ て 抗結核薬 など疾患特

異的な技術 の 登場 よ りも前か ら．衛生 環境 の 改善

に よ っ て感染症全般が減 っ て 死亡率の 逓減が進ん

で きた こ と に 似 て い る 。 そ の 取 り組み は簡単な も

の とは言 えな い が ，そ れ で も取 り組 む 意義 は大 き

い
。 それ に は，保健 ・医療政策の 枠 を大 きく越 え

た社会政策が 不可欠で ある 、

6　 まとめ ： 日本 にお ける祉会政策 （研

　　究） の 課 題

　口本 にお い て も，調査研究 してみれ ば，無視で

きな い 水準の 健康格差 があ る こ とが 判 明 した。そ

れ は複数 の 「健康の 社会的決定要因」が，ラ イ フ

　 社会政策学会誌 「社会政 策』第 4 巻第 2 号　…4g
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コ ー
ス を通 じて 累積 され る こ とで 生 じて い る 。 そ

の こ とを踏 まえる と，保健 医療政 策の 枠内で 是正

で きる 性格の 問題で はな く，教育政策か ら雇用政

策，所得保障施策，コ ミ ュ ニ テ ィ 政策 まで 広 い 範

囲の 社会政策に よ る対応が 重要で ある 。

　WHO 総会 で決議が あげ られ，アデ レ イ ド宣 言

で
“
Health　in　 All　Policics

”
を謳 い ，健 康格差是

正 に 取 り組 ん で い る国が増 え て い る 。 WHO は，

2011年10月に 健康の 社会的決定要因に 関する 国際

会 議 （World　 Conference　 on 　 Socia上 Determi−

nants 　Qf　Health） をブ ラ ジ ル で 開催 した 。 こ れ

は 2009年の WHO 総会決議 を受 けて ，そ の 後の

加盟 諸国で の 取 り組 み状 況 をモ ニ タリ ン グ し，教

訓 と課題 を引 き出す会議 として 開催 され，大臣級

が参加する ハ イ レベ ル会議で あ っ た c、

　動 きが遅 か っ た 日本にお い て も．健康格差 の 実

態が徐 々 に 解明 され 関心 を寄せ る 人が増 える に つ

れ，WHO の 勧告に沿 っ た動 きが ，まずは 学術分

野 で 始 ま っ た 。 目本公衆衛 生学会 の モ ニ タ リ ン

グ
・

レ ポ
ー

ト委員会に ，社会格 差 と健康ワ
ー

キ ン

ググ ル ープが 設置され，自殺，子 ど も，就労世代，

高齢者を対象 と した 4 つ の レ ポ ー トが 2011年に 発

表 され た．， また， ri本学描会議 も基礎医学委員

会 ・健康 ・生活科学委員会合同 の パ ブ リ ッ ク ヘ ル

ス 科学分科会が 「わ が国 の 健康 の 社会格差の 現 状

理解 と そ の 改善に 向け て 」と 題す る提言 を2011年

に発 表した。厚牛 労働省も，20ユ2 （平成 24）年度

の 厚生労働科学研究費補助金 の 公募課題に 「健康

の 社会的決定要因」 を掲 げ，次期の 「国民健康づ

くり連動」 の 「4 つ の 目標」 （案）の 中に 「社会

環境の 質の 向上 」「健康格差の 縮小」を掲げる に

至 っ て い る 。

　わ が 国 で も社会政策に よ る 対策が展 開 され て い

くた め に，社会政 策研究者には，社会政 策に よる

介入 の 根拠 となる 「健康 の社会的決定要因が健康

に影響す る機序の 解明」 や ，WHO の 第 3 勧告 に

あ る 「政策 立 案者 ・保 健 医療 実 践 者 （health

practitioners）
・
国 民 の 健康 の 社 会的 決定要 因 に

対する理解 を促進する」ため の 努力，そ して ．対

策とな りうる社会政策の 形成や 介人 の 効果の 検証

な どに 関わ る研究 を い っ そ う推進 する こ とが求め
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られ て い る e
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